
議案第６６号 

   新市まちづくり計画（市町村建設計画）の変更について 

 新市まちづくり計画（市町村建設計画）の一部を別紙のとおり変更することについて、市町

村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）附則第２条第２項の規定により効力を有

する同法第５条第７項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

  令和２年６月５日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

 

      提案理由 

 東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正する法律（平

成30年法律第19号）の施行により、合併特例債の発行可能期間が５年延長されたことに伴い、

今後予定している駅関連整備事業等の財源として合併特例債の発行を可能とするため、この案

を提出するものである。 

 

 

  



 

 

   新市まちづくり計画の変更について 

 

 新市まちづくり計画の一部を次のように変更する。 

 

 第１章３（３）計画の期間の項目中「15年度」を「20年度」に、「平成32年度」を「令和７

年度」に改める。 

 第２章１（７）生活基盤の項目および■公共施設等の状況の表中「体育施設」を「スポーツ

施設」に改める。 

 第５章２（１）●広域的な交流機能と都市機能の整備の項目の表中「坂田駅の」の次に「バ

リアフリー整備および」を加える。 

 第５章２（２）●文化スポーツの推進の項目の表中「体育施設」を「スポーツ施設」に改め

る。 

 第５章２（３）●健康づくりの推進の項目中「を支援するため、」の次に「市民に身近な保健

サービスを総合的に提供し、市民の自主的な保健活動の場とするため保健センターを設置し、」

を加え、●高齢者・障害者福祉の充実の項目の表中「整備に対する」を「整備および」に改め

る。 

 第５章２（５）●交通体系・交通安全体制の整備の項目の表中「坂田駅の」の次に「バリア

フリー整備および」を加える。 

第５章２（５）●防災・防犯体制、安全な生活環境の整備の項目の表中防災行政無線整備事

業の項を削る。 

 第５章２（７）●市民と行政とのパートナーシップによるまちづくりの推進の項目中「個人

情報の保護」の次に「および公文書の適正な保存管理」を加え、同項目の表の情報共有化の推

進の部の情報公開推進事業の項中「情報公開制度の活用」の次に「、公文書の適正な保存管理」

を加える。 

 第５章５（２）農林水産業の振興の表の防災対策林道整備事業の項中「（近江地域）」を「（市

全域）」に改める。 

 第６章１前提条件の設定の項目中「平成32年度」を「令和７年度」に改め、（１）歳入の②

地方交付税の項目中「（合併算定替）などの」を「措置（合併算定替）は、令和２年度で終了す

るため、令和３年度からは合併後の新市の状態（一本算定）での」に改め、（２）歳出の項目中

②扶助費および③公債費を次のように改める。 

 ② 扶助費※ 



 

 

過去の実績等を踏まえ、少子高齢化の進展に伴う社会保障経費の増加等を見込んで推計

しています。 

 ③ 公債費※ 

これまでに発行した市債の償還計画に加え、新規の発行分を見込んだ上で償還額を推計

しています。 

 第６章２歳入・歳出の見通しの項目の表を次のように改める。 



（１）歳入 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和

３年度 

令 和

４年度 

令 和

５年度 

令 和

６年度 

令 和

７年度 

平成 17～ 

令和７年度計 

地方税 5,646 5,776 6,382 6,364 5,938 5,925 6,127 6,076 6,224 6,240  6,190  6,360  6,381  6,380  6,434  6,388  6,303  6,307  6,312  6,314  6,296  100,257  

地方交付税 5,403 5,149 5,015 5,440 5,684 6,317 6,494 6,463 6,394 6,331  6,122  5,692  5,566  5,705  5,651  5,508  5,445  5,430  5,399  5,376  5,358  93,251  

国・県支出金 2,851 2,397 3,269 3,384 3,084 3,325 2,662 2,433 3,070 2,928  3,007  2,920  3,304  3,229  3,286  3,746  3,409  3,528  3,321  3,271  3,271  50,710  

地方債 3,048 3,114 2,120 3,493 3,718 2,298 1,807 2,316 2,179 3,619  2,352  1,559  2,946  2,381  2,847  5,125  1,475  1,530  1,643  1,544  1,543  37,164  

その他 4,982 3,231 2,950 2,744 3,525 2,446 2,850 3,120 2,300 3,041  3,006  2,818  3,355  2,870  3,392  3,784  3,610  3,512  3,212  3,225  2,958  49,499  

歳入合計 21,930 19,667 19,736 21,425 21,949 20,311 19,940 20,408 20,167 22,159  20,677  19,349  21,552  20,565  21,610  24,551  20,242  20,307  19,887  19,730  19,426  330,881  

 

（２）歳出 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和

３年度 

令 和

４年度 

令 和

５年度 

令 和

６年度 

令 和

７年度 

平成 17～ 

令和７年度計 

人件費 3,858 3,182 3,032 2,922 2,945 2,972 3,008 3,074 2,981 3,072  3,100  3,027  3,051  3,036  3,001  3,770  3,740  3,719  3,716  3,694  3,662  52,623  

扶助費 1,559 1,626 1,641 1,680 1,806 2,348 2,445 2,410 2,477 2,770  2,835  3,020  3,109  3,107  3,138  3,179  3,210  3,242  3,255  3,257  3,290  47,092  

公債費 2,092 2,581 2,697 2,870 4,173 3,357 3,828 3,198 2,447 2,773  2,687  2,128  2,098  2,241  2,393  2,338  2,368  2,369  2,606  2,841  2,748  42,420  

投資的経費 5,163 4,312 4,207 4,398 3,201 2,273 1,706 2,482 3,656 4,384  3,006  1,922  3,724  2,370  3,607  6,040  2,729  3,006  2,417  2,093  2,093  47,508  

その他 8,469 7,013 7,205 8,817 8,957 8,472 8,087 8,528 7,869 8,473  8,092  8,437  8,747  8,931  8,832  8,696  7,770  7,597  7,518  7,451  7,394  130,894  

歳出合計 21,141 18,714 18,782 20,687 21,082 19,422 19,074 19,692 19,430 21,472  19,720  18,534  20,729  19,685  20,971  24,023  19,817  19,933  19,512  19,336  19,187  320,537  

※歳入・歳出ともに平成 30 年度までは決算額、令和元年度は決算見込額です。 
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新市まちづくり計画の変更に係る新旧対照表 

変更箇所 変更後（新） 変更前（旧） 

第１章 序論 

３ 計画の策定方針 

(３) 計画の期間    (P.７) 

新市まちづくり計画は、合併が行われた日の属する年度

およびこれに続く 20 年度の令和７年度までの期間につい

て定めるものとします。 

新市まちづくり計画は、合併が行われた日の属する年度

およびこれに続く 15 年度の平成 32 年度までの期間につい

て定めるものとします。 

第２章 １市１町の特性と課題 

 １ １市１町の概要 

 (７) 生活基盤     (P.13) 

 ＜スポーツ施設＞ ＜体育施設＞ 

  ■公共施設等の状況 

               (P.14) 

 

区 分 
米原市 

近江町 
1市 1町 

合計 山東 伊吹 米原 合計 

略       

文化・スポーツ施設 略      

略       
 

 

区 分 
米原市 

近江町 
1市 1町 

合計 山東 伊吹 米原 合計 

略       

文化・体育施設 略      

略       
 

第５章 新市のまちづくりの施策 

 ２ 新市の主要施策 

 (１)「らしさ」を活かすオンリーワ

ンのまちづくり 

  ●広域的な交流機能と都市機能

の整備 

      (P.53) 

  

主要施策 主な事業名 事業概要 
関連 

する頁 

略     

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
型
都
市
の
整
備 

略    

鉄道と

バスの

ネット

ワーク 

駅関連整備

事業 

JR 米原駅橋上駅舎・東西自由通路整備・

エレベーター設置・バリアフリー※整

備・（仮称）米原ツーリストステーショ

ン整備、JR 醒ケ井駅･近江長岡駅･柏原

駅・坂田駅のバリアフリー整備および周

辺整備、琵琶湖環状線の整備促進、利用

促進事業の展開、びわこ京阪奈線（仮称）

鉄道建設構想の推進 など 

略 

略  

略    
 

主要施策 主な事業名 事業概要 
関連 

する頁 

略     

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
型
都
市
の
整
備 

略    

鉄 道 と

バ ス の

ネ ッ ト

ワーク 

駅関連整備

事業 

JR米原駅橋上駅舎・東西自由通路整備・

エレベーター設置・バリアフリー※整

備・（仮称）米原ツーリストステーショ

ン整備、JR醒ケ井駅･近江長岡駅･柏原

駅・坂田駅の周辺整備、琵琶湖環状線

の整備促進、利用促進事業の展開、び

わこ京阪奈線（仮称）鉄道建設構想の

推進 など 

略 

略  

略    
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 (２)どこでもキャンパスのまちづ

くり 

  ●文化・スポーツの推進 

(P.63) 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

生涯スポーツ環

境の充実 

スポーツ施設整

備事業 

スポーツ施設ネットワー

ク化、グラウンド・体育館・

多目的運動公園整備、改修 

略   
 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

生涯スポーツ環

境の充実 

体育施設整備事

業 

体育施設ネットワーク化、

グラウンド・体育館・多目的

運動公園整備、改修 

略   
 

(３)安心ネットワークのまちづく

り 

  ●健康づくりの推進 

(P.65) 

 ①保健・予防体制の充実 

  生涯にわたる健康づくりを支援するため、市民に身近な

保健サービスを総合的に提供し、市民の自主的な保健活動

の場とするため保健センターを設置し、専門職員の確保な

どによって、予防・指導・相談体制の充実を図ります。 

 ①保健・予防体制の充実 

  生涯にわたる健康づくりを支援するため、専門職員の確

保などによって、予防・指導・相談体制の充実を図ります。 

  ●高齢者・障害者福祉の充実 

(P.67) 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

高齢者福祉

の充実 

略  

老人福祉施設整備

支援事業 

デイサービスセンターなどの

整備および助成・支援 

略  

略   
 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

高齢者福祉

の充実 

略  

老人福祉施設整備

支援事業 

デイサービスセンターなどの

整備に対する助成・支援 

略  

略   
 

(５)ほっとする快適空間のまちづ

くり 

  ●交通体系・交通安全体制の整備 

(P.73)  

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略   

公共交通の

充実 

略  

駅関連整備

事業(再掲) 

JR 米原駅橋上駅舎・東西自由通路整備・エレベーター

設置・バリアフリー※整備・（仮称）米原ツーリストス

テーション整備、JR醒ケ井駅･近江長岡駅･柏原駅・坂

田駅のバリアフリー整備および周辺整備、琵琶湖環状

線の整備促進、利用促進事業の展開、びわこ京阪奈線

（仮称）鉄道建設構想の推進 など 
 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略   

公共交通の

充実 

略  

駅関連整備

事業(再掲) 

JR 米原駅橋上駅舎・東西自由通路整備・エレベーター

設置・バリアフリー※整備・（仮称）米原ツーリストス

テーション整備、JR 醒ケ井駅･近江長岡駅･柏原駅・坂

田駅の周辺整備、琵琶湖環状線の整備促進、利用促進

事業の展開、びわこ京阪奈線（仮称）鉄道建設構想の

推進 など 
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  ●防災・防犯体制、安全な生活環

境の整備 

(P.74) 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

防災体制

の整備 

略  

地域防災施設整備事業 

 

略 

消防施設整備事業 略 

略  

略   
 

 

主要施策 主な事業名 事業概要 

防災体制

の整備 

略  

地域防災施設整備事業 略 

防災行政無線整備事業 防災行政無線の統合整備 

消防施設整備事業 略 

略  

略   
 

(７)４万人の市民自治のまちづく

り 

  ●市民と行政とのパートナーシ

ップによるまちづくりの推進 

(P.83)  

③情報共有化の推進 

高度情報通信ネットワーク※を活用し、受発信による情報

の交流を活発にすることで、積極的な情報公開を進めると

ともに市民の声をまちづくりに反映するための広報広聴活

動の充実に努めます。情報を共有することにより透明性の

高い行政運営の実現を図るとともに、個人情報の保護およ

び公文書の適正な保存管理に努めます。 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略   

情報共有化

の推進 

情報公開推進事業 

広報広聴の充実など、透明

性の高い行政運営の実現、

情報公開制度の活用、公文

書の適正な保存管理 

略  
 

③情報共有化の推進 

高度情報通信ネットワーク※を活用し、受発信による情報

の交流を活発にすることで、積極的な情報公開を進めるとと

もに市民の声をまちづくりに反映するための広報広聴活動

の充実に努めます。情報を共有することにより透明性の高い

行政運営の実現を図るとともに、個人情報の保護に努めま

す。 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略   

情報共有化

の推進 

情報公開推進事業 

広報広聴の充実など、透明性

の高い行政運営の実現、情報

公開制度の活用 

 

略  
 

５ 滋賀県事業の推進 

(２)農林水産業の振興 

(P.88)  

 

主な事業名 事業概要 

略  

防災対策林道整備事業 
既設林道で災害の恐れや通行に支障の

ある路線の補修工事など （市全域） 

略  
 

 

主な事業名 事業概要 

略  

防災対策林道整備事業 
既設林道で災害の恐れや通行に支障の

ある路線の補修工事など （近江地域） 

略  
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第６章 財政計画 

１ 前提条件の設定 

   (P.91) 

財政計画は、合併後令和７年度までの財政運営の指針とし

て、健全な財政運営を行うことを基本に作成したものです。 

財政計画は、合併後平成 32 年度までの財政運営の指針と

して、健全な財政運営を行うことを基本に作成したもので

す。 

（１）歳入 

②地方交付税 

  (P.91) 

現行の交付税制度を基本に、普通交付税の算定の特例措

置（合併算定替）は、令和２年度で終了するため、令和３

年度からは合併後の新市の状態（一本算定）での合併に係

る財政措置を見込むとともに、地方債の元利償還金に対す

る交付税措置を考慮して推計しています。 

現行の交付税制度を基本に、普通交付税の算定の特例

（合併算定替）などの合併に係る財政措置を見込むととも

に、地方債の元利償還金に対する交付税措置を考慮して推

計しています。 

（２）歳出 

  ②扶助費 

            （P.92） 

過去の実績等を踏まえ、少子高齢化の進展に伴う社会保障

経費の増加等を見込んで推計しています。 

現行のサービス水準などを踏まえるとともに、福祉事務所 

の設置や生活保護費の支出の影響を見込んで推計していま

す。 

  ③公債費 

（P.92） 

これまでに発行した市債の償還計画に加え、新規の発行分

を見込んだ上で償還額を推計しています。 

合併前に借り入れた地方債の償還予定額と、合併後に新た

に借り入れる通常の地方債および合併特例債の償還額を見

込んで推計しています。 
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別紙１ 変更後 

 

（１）歳入 

（単位：百万円）  

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

平成 17～ 

令和７年度計 

地方税 5,646 5,776 6,382 6,364 5,938 5,925 6,127 6,076 6,224 6,240  6,190  6,360  6,381  6,380  6,434  6,388  6,303  6,307  6,312  6,314  6,296  100,257  

地方交付税 5,403 5,149 5,015 5,440 5,684 6,317 6,494 6,463 6,394 6,331  6,122  5,692  5,566  5,705  5,651  5,508  5,445  5,430  5,399  5,376  5,358  93,251  

国・県支出金 2,851 2,397 3,269 3,384 3,084 3,325 2,662 2,433 3,070 2,928  3,007  2,920  3,304  3,229  3,286  3,746  3,409  3,528  3,321  3,271  3,271  50,710  

地方債 3,048 3,114 2,120 3,493 3,718 2,298 1,807 2,316 2,179 3,619  2,352  1,559  2,946  2,381  2,847  5,125  1,475  1,530  1,643  1,544  1,543  37,164  

その他 4,982 3,231 2,950 2,744 3,525 2,446 2,850 3,120 2,300 3,041  3,006  2,818  3,355  2,870  3,392  3,784  3,610  3,512  3,212  3,225  2,958  49,499  

歳入合計 21,930 19,667 19,736 21,425 21,949 20,311 19,940 20,408 20,167 22,159  20,677  19,349  21,552  20,565  21,610  24,551  20,242  20,307  19,887  19,730  19,426  330,881  

 

（２）歳出 

（単位：百万円）  

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

平成 17～ 

令和７年度計 

人件費 3,858 3,182 3,032 2,922 2,945 2,972 3,008 3,074 2,981 3,072  3,100  3,027  3,051  3,036  3,001  3,770  3,740  3,719  3,716  3,694  3,662  52,623  

扶助費 1,559 1,626 1,641 1,680 1,806 2,348 2,445 2,410 2,477 2,770  2,835  3,020  3,109  3,107  3,138  3,179  3,210  3,242  3,255  3,257  3,290  47,092  

公債費 2,092 2,581 2,697 2,870 4,173 3,357 3,828 3,198 2,447 2,773  2,687  2,128  2,098  2,241  2,393  2,338  2,368  2,369  2,606  2,841  2,748  42,420  

投資的経費 5,163 4,312 4,207 4,398 3,201 2,273 1,706 2,482 3,656 4,384  3,006  1,922  3,724  2,370  3,607  6,040  2,729  3,006  2,417  2,093  2,093  47,508  

その他 8,469 7,013 7,205 8,817 8,957 8,472 8,087 8,528 7,869 8,473  8,092  8,437  8,747  8,931  8,832  8,696  7,770  7,597  7,518  7,451  7,394  130,894  

歳出合計 21,141 18,714 18,782 20,687 21,082 19,422 19,074 19,692 19,430 21,472  19,720  18,534  20,729  19,685  20,971  24,023  19,817  19,933  19,512  19,336  19,187  320,537  

※歳入・歳出ともに平成 30 年度までは決算額、令和元年度は決算見込額です。 
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別紙２ 変更前 

 

（１）歳入 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 
平成 17～32 年度計 

地方税 5,646 5,776 6,382 6,364 5,938 5,925 6,127 6,076 6,224 6,216 6,168 5,996 5,984 5,927 5,925 5,925 96,599 

地方交付税 5,403 5,149 5,015 5,440 5,684 6,317 6,494 6,463 6,394 6,274 5,530 5,581 5,131 4,715 4,341 4,074 88,005 

国・県支出金 2,851 2,397 3,269 3,384 3,084 3,325 2,662 2,433 3,070 2,946 2,899 2,700 2,669 2,715 2,770 2,815 45,989 

地方債 3,048 3,114 2,120 3,493 3,718 2,298 1,807 2,316 2,179 4,059 2,102 2,411 3,864 4,114 1,695 1,180 43,518 

その他 4,982 3,231 2,950 2,744 3,525 2,446 2,850 3,120 2,300 2,518 2,375 1,993 2,348 2,117 3,004 2,427 44,930 

歳入合計 21,930 19,667 19,736 21,425 21,949 20,311 19,940 20,408 20,167 22,013 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 319,041 

 

（２）歳出 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 

平 成 

22 年度 

平 成 

23 年度 

平 成 

24 年度 

平 成 

25 年度 

平 成 

26 年度 

平 成 

27 年度 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 
平成 17～32 年度計 

人件費 3,858 3,182 3,032 2,922 2,945 2,972 3,008 3,074 2,981 3,034 3,248 2,985 2,968 2,910 2,839 2,792 48,750 

扶助費 1,559 1,626 1,641 1,680 1,806 2,348 2,445 2,410 2,477 2,681 2,863 2,604 2,630 2,656 2,683 2,710 36,819 

公債費 2,092 2,581 2,697 2,870 4,173 3,357 3,828 3,198 2,447 2,284 1,694 2,371 2,543 2,498 2,456 2,071 43,160 

投資的経費 5,163 4,312 4,207 4,398 3,201 2,273 1,706 2,482 3,656 4,964 2,915 3,028 4,310 4,282 2,246 1,834 54,977 

その他 8,469 7,013 7,205 8,817 8,957 8,472 8,087 8,528 7,869 8,458 8,354 7,693 7,545 7,242 7,511 7,014 127,234 

歳出合計 21,141 18,714 18,782 20,687 21,082 19,422 19,074 19,692 19,430 21,421 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 310,940 

※歳入・歳出ともに平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度は決算見込額です。 

 

 

 


